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  イージスアショア断念の決断は正しい（ミサイル防衛から電磁バリアへ） 

 

用 田 和 仁 

 

１ 日本政府はそもそも本当に国民を守り切る覚悟があるのか 

 

 6 月 15 日の夕刻、防衛大臣は首相の決断として事実上、イージスアショアの

導入を断念することを発表した。 

 手続き上、政治家へは説明がなかったとして、歴代防衛大臣などから非難の

声が上がっているが、日本の 3 段構えと称するミサイル防衛の実態を議論する

ことなく自己満足に陥り、実際には必要な弾数もなく、北朝鮮のような変化球

にも対応できず、敵の飽和攻撃に無力な「張り子のトラ」であることを理解す

る力もなかったことを吐露しているに過ぎない。 

筆者は、現防衛大臣と信条は異にするが、今回の決断は、費用対効果を見極

めて腹を決めたのならば英断であり吉であったと考える。しかし、中国・北朝

鮮に対して白旗を揚げたり、財務省と結託して防衛費をコロナの為に削減しよ

うとしているのならば、大凶である。 

 今回の決断で本当に非難されるべきは、防衛の必要性よりも反日の外国勢

力、日本防衛など関係ないという反対派の思惑で国が断念したという構図だ。

今後の日本の防衛にとって悪しき前例となるだろう。特に、中国の超限戦が日

本で活発になるだろう。 

  

２ 詭弁の日本の防衛力議論 

 

 日本の防衛力構築の考え方は脅威の実態を論じることなく、実に詭弁に満ち

ている。 

 

(1)問題の根源は、日本が米国と中国を両天秤にかけ、自ら向かうべき「敵」を

曖昧にし、本当に中国の脅威に対抗するためにはどんな戦力を構築すればいい

のかが誰にも分からなくなっている事だ。北朝鮮は前哨戦であり、本命は中国

である。あたかも北朝鮮を脅威の本命と論ずるのは防衛費を無駄な投資として

最小化したい財務省の思惑とも一致する。 

 

(2)米国は、2010 年から従来のミサイルによるミサイル防衛は、北朝鮮やイラ

ンなどのならず者国家などに対し防御するもので、中ロのように多数のミサイ

ルで攻撃する国々には無力であると明言していた。 

 2015 年に日本安全保障戦略研究所（SSRI）のメンバーである筆者を含む陸

海空の将官 OB は、米国において国防省の外局的役割を果たしている戦略予算
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評価センター（CSBA）で日米の作戦・戦略を議論するため訪米した。CSBA

は、対艦・対地・防空ミサイルを装備化した米陸軍・海兵隊の第 1 列島線への

展開や INF 条約からの離脱などを国防省へ提言し、次々と実現させている米国

における屈指の有力研究所であるが、その時の CSBA 側が論点の一つとして問

題提起されたのがミサイル防衛であった。 

「現在（2015 年）の課題は、中国の弾道ミサイルや巡航ミサイルに対する抗堪

力をいかに高めていくかである。中国は弾道ミサイルの多弾頭化を推進すると

共に、攻撃を仕掛ける際には飽和攻撃（一度に多数のミサイルを発射し対応の

暇を与えない）を行うだろう。これに対し従来のミサイル防衛の考え方では対

応できない。このためレーザや電磁波、超電磁砲（レールガン）などの実用

化・装備化を急ぐ必要がある。」 

 CSBA 側が、対処するにはミサイル以外の手段しかなく、それが当時は実現

が困難だろうと考えていたレーザや電磁波などであったことから、頭が真っ白

になったことを鮮明に記憶している。 

 それを踏まえ、筆者らは、日本に帰って繰り返し警告を発してきたが、政治

家は全く無反応だった。日本のミサイル防衛の舵切りを遅らせているのは、日

本独自で考えるのを止め、米国に防衛の全てを依存してきた事である。 

 

(3)幻想の 3 段階ミサイル防衛 

 ①イージスアショアがミサイル迎撃の第 1 段、第 2 段がイージス艦、そして

最後の第 3 段の迎撃が空自の PAC3 と陸自の中距離 SAM などの中距離ミサイ

ルである。移動型としてサードミサイルも話題にのぼったが、費用対効果上イ

ージスアショアの代替にはならず、燃料などに問題点が指摘されている。 

この内、第 3 段階に中距離ミサイルを配備することは、後述する電磁バリア

を構築しても最後の手段として必要だ。 

 一方、第 3 段の迎撃を考えるにあたって、PAC3 などが敵ミサイルを迎撃で

きても必ず彼我の破片と燃料が降りかかってくることを無視してはいけない。

ブースターどころではない。政治家もマスコミも何も言わない。 

 

②第 1 段のイージスアショアであるが、地上設備が 2 基で約 4500 億円と言

われる。また、維持費や実験場の設備も日本が作るならば、2 基以上の予算が

さらに必要である。その弾は 30~40 億円といわれ、もし中国の保有するミサイ

ル 2000 発以上が日本に向けられると、敵の 2 倍の弾が必要で最大 4000 発以

上、その価格はミサイルだけで 6 兆円を超えてしまう。これに北朝鮮対処を考

えれば全体で 7~8 兆円は超えてしまう。今の年間防衛費の 1.5 倍で、それも中

国・北朝鮮のミサイルがきれいな弾道を描いて飛んでくれればという前提であ

り、北朝鮮のミサイルのように不規則な弾道であったりすると当たらないし、

飽和攻撃にも対処は困難だ。 
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 さらに、米国装備品を購入することが日米同盟を強固にする証だと考えてい

る政治家が多い中、それが日本防衛の為の全体の防衛力を削ぐことにならない

のか検討したのだろうか。 

「中国」を主敵と考えるならそれに勝つ為、自ずと予算は決まる。しかし、財

政主導という暗黙の了解があるから、防衛省は必要額を要求することは無駄と

あきらめてしまう。お金の節約が国民の命よりも大切だという事だ。 

米国の公刊情報では、日本はイージス艦用迎撃ミサイルを 30 数発しか購入

していないようだ。その他のミサイルなどの弾薬もショウウインドウに並べる

だけの数しかない。これでは日本防衛の作戦・戦略を作っても意味がない。 

イージスアショアは地上設置型であるが故のメリットもあるが、海上・航

空・地上からも容易に攻撃されるだろう。特に地上からのハイブリッド攻撃は

厄介だ。一方で陸自の防護対象は拡大しているにもかかわらず、陸自は予算の

削減、減額の矢面に立たされている。 

陸自にとってはこれで海空自や米軍と情報を共有し、米軍の巨大な指揮・情

報・通信網と連結（ネットワーク化）できなかったことは実に痛いが、今後の

第 1 列島線での日米共同作戦において連結することができるだろう。 

総じて、防衛大臣が費用対効果に問題があると指摘したのは正しい。能力に

も疑問があり、米国の高額装備品の購入圧力で陸海空の実質的な防衛費は激減

しているからだ。装備品の整備などが出来ないどころか、災害派遣すらいけな

くなるだろう。 

  

 ③第 2 段のイージス艦によるミサイル防衛は本当に正しいのか。 

 〇限られた弾数の中、電子的な偽変、陽動に耐え、色々な軌道で飽和攻撃し

てくる敵ミサイルに対する迎撃の効果は極めて低いだろう 

 〇根本的な問題は、中国や北朝鮮有事の場合、イージス艦などは敵潜水艦の

脅威に晒されると共に、機雷などが撒かれ、対艦ミサイルが多数飛来する東シ

ナ海、日本海で果たして行動が出来るのか。既に中国艦艇、航空機の数は海空

自をしのぎ、さらにその差は拡大しているのに、日本側が海空優勢を取れると

考えるのはあまりにも楽観的過ぎるのではないか。 

 

米国は、海洋圧迫戦略（Maritime Pressure Strategy、MPS）で米陸海空・海

兵隊が一体となって徹底的に中国の船を沈め、中国本土の軍事基地・施設など

を攻撃する構想を進めており、陸空自はすでに本構想に適合しつつある。 

本構想のもと、米海軍が多数のミサイル艦艇を分散した態勢から中国艦艇を

攻撃する（Distributed Maritime Operation、DMO）時には、海自イージス艦

も領域防衛の一環として対弾道ミサイルを対艦ミサイルに積み替えて太平洋側

から米海・空軍の攻撃に参加すべきかの選択を迫られるだろう。幸いなことに

空自が導入する F-18 用の長距離対艦ミサイルはイージス艦から発射できる。 
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陸自にイージスアショアを導入させ、海自艦の負担を軽減するのは、海自の

作戦が主で陸自がその肩代わりをするという考えではなく、その本質は、海自

艦を潜水艦を含む米海空軍の対艦・対潜水艦攻撃に積極的に参画させたいとい

う事ではないのか。 

すなわち、海自艦は、日米一体の中国艦隊撃滅作戦を重視すべきではないの

か。そうならば、イージスアショアを固定型のレーダ施設と分離した対弾道ミ

サイルを搭載した安価な護衛艦、または無人艦を東シナ海、日本海に配置する

案は有力である。 

その議論が政治の場でも必要であり、わが国の作戦構想を政府や海自から明

確に発信しなければ日本の防衛は完結しない。時代遅れの空虚な海空優先論を

捨て、陸海空自が一体となった統合作戦こそ本来の姿であろう。 

 

 これらの事を勘案すると、日本のミサイル防衛体制のうち、第 1・2 段のミ

サイル防衛は十分に機能しないし、所望の効果を期待できないだろう。 

 

３ 日本独自のミサイル防衛の構築 

 

 日本には参考となる防衛システム上の前例はない。イスラエルはアイアンド

ームという 3 段階の防衛網があるが、圧倒的に対処するミサイルなどの質量が

違う。自ら知恵を絞って日本流のミサイル防衛体制を構築しなければ、誰も助

けてはくれない。米軍も第 1 列島線へ「展開」はするが、駐屯はしない。すな

わち、米軍にとって日本は米国を守る戦場である。 

 

第 1・2 段のイージスに替わるミサイル防衛の壁は、防衛計画の大綱にある

サイバー、宇宙、電磁波領域の非物理的打撃機能に他ならない。サイバーの

壁、宇宙の壁、電磁波の壁（電磁バリア）である。そして日本にはこの選択し

かない。腹をくくるべきだ。 

日米共同で考えるとサイバーと宇宙は米国主導で敵地まで攻撃することが出

来る。一方、電磁波領域は日本が主導できる。現実に、中国などのミサイルや

ドローン、無人機などを使った飽和攻撃には、ミサイルなどの物理的打撃でも

はや対処できない事を理解する必要がある。 

そのゲームチェンジャーとしての技術の核心は日本が握っている。そして、

その技術を世界が狙っている。残念ながら知らないのは日本人だけだ。それは

世界に類を見ない電源であり、兵器にも必須ならば、日本の電力革命による経

済の繁栄にも欠かすことが出来ないものである。米国などが 2015 年から 5 年

を目途に完成させるとしていたゲームチェンジャーとしての兵器が、まだ完成

しないのはこの特性を持つ電源がないからだ。これ以上、情報を開示すること

は出来ないが、外国に取られていなければ必ず 2~3 年の内に目にするだろう。 
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この電源を使えば、まず①電波妨害兵器（EW、電波を妨害し電子機器の使

用を狂わせる、それ以外にも潜在する強力な能力を保持）、そして②電磁砲兵

器（HPMW、電磁波で電子機器を破壊する、全ての兵器が対象）、さらに 5 年

後以降に③レーザ兵器（大気中でパワーが減衰するので実用化が遅れている）

④レールガン（弾丸を電磁波で高速で飛ばす、困難な実用化）などが次々と実

用化できる。 

米陸軍はまだサイバーの段階で止まっているが、いずれ陸自と同じように上

記兵器の車載化で損害を避けつつ戦える体制ができるだろう。 

そして、空自の宇宙作戦隊は、固定型の EW で陸自の車載型 EW 兵器と共に

衛星や AWACS などを妨害することができ、さらに中国・北朝鮮のミサイルを

発射段階から捉え、妨害することが出来るだろう。これが第 1 段階であり、サ

イバー攻撃と一体化して防御的にも攻撃的にも運用する事が出来る。 

そして早急に、ドローン、巡航ミサイル、弾道ミサイル、航空機、艦船など

を電気的に破壊できる HPMW 兵器の開発を推進しなければならない。 

HPMW はさらにミサイルに装着し、対艦攻撃や弾道弾の破壊に使う事が必

須である。HPMW は光速で、ある程度の幅を持って飛ぶので敵の捕捉は極め

て容易であろう。これが第 2 段階である。そして、レーザ兵器などへと繋いで

いくことが期待される。 

EW そして HPMW の装備化こそ日本の命運を握る事業である事から、惜し

みなく予算を投入すべきであろう。 

第 3 段の壁は、最後に国民を守る手段として、従来の PAC3 や中距離 SAM

などの物理的破壊兵器が必要である。もちろんシェルターは必須である。 

 

４ 敵基地攻撃 

 

 敵基地攻撃については、その方策には賛成できない。 

①中国に対しての敵基地攻撃は、米軍ですら破るのが困難になったという中国

の深い防空網を突破して、地下や移動型の発射体から打ち出されるミサイルを

ピンポイントで捕捉し攻撃することになり、日本の実力では出来ない。北朝鮮

でも同じで、米軍のように宇宙まで広がった情報・指揮・通信網そして大空軍

力無くして実行は不可能である。 

②敵基地を攻撃するなら日本は「低出力核爆弾」を装備化すべきである。これ

を潜水艦から発射して上空で破裂させ、EMP 効果によって広域に電子機器を

破壊すべきだ。これは人の殺傷を目的としない核兵器の使用であり、今後日本

でも真剣に検討すべき課題である。 
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５ 結言 

 

 今回のイージスアショアの件は、日本をどう守るかの教義（ドクトリン）も

なく、ただ米国の高額装備品を買い続ける事に対する警鐘だと考えるべきだろ

う。さらに、既に海空戦力で中国に劣勢になっており、その差は広がるばかり

で、「対称戦力」として海空優勢を追求するならば防衛予算は莫大な支出を必

要とし、国家財政は破綻するだろう。 

ここは一度立ち止まって財政主導ではなく、国家安全保障会議（NSC）と統

合幕僚監部が主導して根幹となる日本防衛作戦・戦略をはっきりと描くことが

必須である。この際 

①ミサイル防衛のみの見直しではなく、日本防衛全体を明確にする 

②米国の作戦・戦略と完璧に整合させることが必要、この際、米国は海洋圧迫

戦略（Maritime Pressure Strategy）で明確な対中作戦を描いているので整合は

容易であろう。 

③船には船を、飛行機には飛行機をという「対称戦力」の考えを捨て、「非対

称戦力」での勝利を追求すべきだ。その中核は「サイバー・電磁波領域での勝

利」と「艦艇・潜水艦を沈めよ、（水中の作戦と長距離対艦ミサイルでの撃

破）」「無人機・無人艦（水上、水中）」である 

④サイバー・電磁領域などの戦いでは専守防衛は通用しない。非核 3 原則の核

を持ち込ませずなどの非現実的な防衛政策は直ちに廃止すべきだ。 


